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はじめに INTRODUCTION

16歳から 18歳の読者のために

　この教科書は，中学校を終えた若者に対して，経済のグローバル化とい
う現象を，やさしく，丁寧に，そして，深く講義していくものである。
　経済のグローバル化とは，非常に乱暴にまとめてしまうと，ヒト，モノ，
カネ，情報が国境を越えて活発に行き来をし，地球規模の経済活動が生ま
れるという経済現象である。もちろん，本書を読み始める前の読者には，
グローバル経済について前提知識を持っている必要などまったくない。む
しろ，若者には，経済のグローバル化に関してなまかじりの知識で，とき
に，もろ手をあげてグローバル経済を称賛したり，ときに，こぶしを振り
上げてグローバル経済を非難したりすることに，大切な時間を割かないで
ほしいと強く願っている。
　経済のグローバル化を正しく理解していくのが非常に難しいのは，人間
が営む社会において，ヒト，モノ，カネ，情報は，やすやすと国境を越え
ることができないからである。そうした国境の障害にもかかわらず，ヒト，
モノ，カネ，情報が国境を越えるためには，ややこしい仕組みやルールが
必要になってくる。それらの複雑な仕組みやルールを理解していくために
は，私たちの経済社会がどのようなメカニズムで動いているのかを正確に
理解しなければならない。そこで，この教科書では，経済の仕組みを勉強
する経済学の講義から始めていきたい。そして，一歩一歩，教科書を読み
進めていくと，経済のグローバル化のメカニズムについても，手に取るよ
うに理解できるような手はずになっている。さらに，読者の方々も非常に
難しい対応を迫られているであろう新型コロナウイルスの大流行も，経済
のグローバル化を通じて考えることができるような教材を提供していく。
　とりわけ，力を込めて書いたのは，グローバル化していく私たちの社会
が岐路に立たされているという点である。「価格の安さ」だけを勝ち負け
の基準にしてひたすら競っていると（第 2章では，「単純な競争」と呼ん
でいる），世界全体が「勝ち組」と「負け組」にきっぱりと分かれるよう
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な格差拡大に突き進んでしまう。一方，さまざまな評価基準でお互いに切
磋琢磨していくと（第 2 章では，「多様な競争」と呼んでいる），経済の
グローバル化がもたらす豊かさを分かち合うことができる。豊かさを分か
ち合うような国際社会を築いていくには，社会で懸命に生きている 1人 1
人が多様な価値を受け入れていく姿勢がぜひとも必要になってくる。この
ように書いてくると，「何だか難しそう……」と思われかねないのでこの
辺でやめるが，本書を読み終わったら，もう一度，「はじめに」に戻って
きてほしい。私がこの段落でいおうとしていることがきっと理解できると
思う。
　最終的には，この教科書を読み進めることが，グローバル化が進行して
いく私たちの経済社会において，1人 1人が生き抜いていくための力を培
う一助になればと思っている。
　非常に長い道のりであるが，道中をできるかぎり楽しんでほしい。

2020 年 11 月 29 日

齊藤　誠
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 INTRODUCTION

18歳以上の読者のために

　この教科書は，商業高校向けの社会科科目として新たに設けられる「グ
ローバル経済」の教科書の学習指導要領にそって作成したものである。文
部科学省が作成した「グローバル経済」の学習指導要領の解説はとてもよ
くできていて，新しい社会科教科書の誕生を予感させるようなところがあ
った。こんなすばらしい学習指導要領にそって，16 歳から 18 歳の若者に
向けて新しい社会科の教科書を作ってみたかったというのが，本書を著す
ことになった正直な思いであった。
　しかし，もう 1 つ，大切な理由があった。2020 年初めから世界中で新
型コロナウイルスの流行が起きていたが，日本の内外で「コロナ禍が経済
のグローバル化の息の根を止めてしまう」という議論が盛んに展開されて
いた。しかし，多くの場合，そうした議論はとても稚拙なのに，やたらと
難しすぎて，前途有為な 16 歳から 18 歳の若者に自信をもって語れるよ
うな代物ではなかった。そこで，この機会に，コロナ禍と経済のグローバ
ル化について，高校生たちの前でも，自信をもって語れるような，平易で
あるが，深みのある書物を書いてみたいと思ったのである。
　私たちの社会を襲ったコロナ禍は，グローバル化する経済が多様な人々
によって支えられている事実を浮き彫りにした。たとえば，レタスなどの
高原野菜を栽培する農家は，コロナ禍で途端に人手不足に陥った（第 5章）。
2020 年春までに技能実習生として入国し野菜栽培に従事するはずであった
外国人労働者が，新型コロナウイルスの流行のために入国できなかったか
らである。一方では，日本に滞在をしていた外国人労働者は，居住環境が
劣悪であるところに感染予防の情報から隔絶されて，高い感染リスクにさ
らされた。外国人労働者は，私たちの社会の大切なステークホルダー（第
4章で詳しく説明しているが，利害関係者の意味）である。グローバル化
する経済であるからこそ，さまざまな立場にある人々を大切にし，多様な
価値観を尊重する必要があることを，若い人に向けて語ってみたかった。
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　そんなとりとめもないアイディアを，これまで何度も仕事をしてきた有
斐閣の渡部一樹さんに相談をしたら，学習指導要領が求める章立てに「コ
ロナ禍と経済のグローバル化」について新たな章を加えることで，出版を
進めることになった。本当にありがたいことであった。
　2020 年 4 月から毎日，就寝前の 2 時間を執筆に充てる作業は，とても
充実していて楽しかった。執筆作業は，非常に順調に進んだ。6月には，
9割方の原稿がそろった。しかし，コロナ禍と経済のグローバル化の関わ
りについて筆を進めるためには，11 月ごろまでに公表される各国の統計
データを待つ必要があったことから，すべての原稿を有斐閣の方に渡すこ
とができたのは，12 月に入ってからであった。
　この教科書は，第 1 章から第 4 章までは，章や節のタイトルも，それ
ぞれの内容も，「グローバル経済」の学習指導要領に忠実に従っている。
第 5 章の「コロナ禍と経済のグローバル化」だけは，学習指導要領とは
独立に書き下ろしたものであるが，当然ながら，第 1 章から第 4 章の議
論を踏まえたものとなっている。国語，英語，数学などの高校の学習指導
要領はしばしば問題視されるが，こと「グローバル経済」の学習指導要領
は，これに忠実になれば，すばらしい教科書ができること間違いなしとい
う内容である。
　この 10 年ぐらい，高校に出向いて講義をする機会が多くなった。社会
科関係の先生方からお話を聞くと，あまりに忙しすぎて，現代社会に直結
した教材を準備する時間がまったくないのが実情のようである。
　そういう意味では，先進的な学習指導要領にさらに新しい時代の息吹を
吹き込みつつ，グローバル化が進行する現代社会の新鮮な空気を思い切り
呼吸しているような社会科教科書を出版するということになにがしかの意
味があるのかもしれない。
　そんな新しい教科書には，検定という古めかしい枠組みは似つかわしく
ないのかもしれない。素直に，新しい葡萄酒には，新しい革袋こそふさわ
しいと考えることにしたい。

2020 年 12 月 4 日

齊藤　誠
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SECTION 1━1 グローバル化と国際化

国境を越えるヒト，モノ，カネ，そして，
情報の行き来を経済のグローバル化という視点から考えてみよう。

No. 1─1─1

経済のグローバル化とは？

POINT

グローバル化と国際化

　「経済のグローバル化」と「経済の国際化」は，しばしば同じ意味のように
解釈されている。ときには，「国際化」が「グローバル化」の訳語のように考
えられてさえいる。しかし，英語で見ると，「グローバルな」を意味する形容
詞は global 1  であり，「国際的な」を意味する形容詞は internationalとなって
いて，ずいぶんと違う感じがしてくる。
　最も大きく違う点は，国と国の境（さかい），すなわち，国境をめぐるイメ
ージであろう。まず，international は，接頭語の inter が「間（あいだ）の」
を意味する前置詞の between を表すラテン語なので，「nation（国）と nation
（国）の間」を意味していて，国境がきっちりとイメージされている。一方，
global は，そもそも「地球規模の」という意味であって，地球の表面から国境
をいっさい消し去って，全世界にわたって広大な地域が広がっているイメージ
が強い。
　こうして見てくると，「経済の国際化」という場合，国境がしっかりと意識
されながらも，国と国の経済的な関係が活発になることを意味する。一方，
「経済のグローバル化」という場合，国境を越えた経済活動が活発になって，
あたかも地球全体が 1 つの広大な経済圏であるかのようになることを意味し
ている。
　したがって，この教科書のタイトルにある「グローバル経済」は，「地球規
模で展開されている経済」ということになる。

国境を越えていくヒト，モノ，カネ，そして，情報

　「あたかも国境がなくなってしまい，経済活動が地球規模で展開されている
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かのよう」といっても，なんのことだかあまりピンとこないであろう。経済活
動とは，おおざっぱにいうと，ヒト（人），モノ（物），カネ（金） 2，情報を
やり取りすることなので，地球規模の経済活動とは，ヒト，モノ，カネ，情報
が地球上を駆け巡っていることになる。
　ここで，国と国の境に「塀

へい

」が設けられているとしよう。その「塀」が高い
と，ヒト，モノ，カネ，情報が国境の「塀」を越えるときに，さまざまな手続
きを経なければならない。ヒトの場合，外国への入国に際してはパスポートや
ビザを示して，入国審査 3  を受ける必要がある。モノの場合，外国に輸出す
ると，輸入国でモノが検査され，関税 3  と呼ばれる税金がかけられる。カネ
を海外に送る場合も，不正な取引で得たカネでないかを厳しく吟味される。情
報についても，国家機密や企業秘密が海外に漏れてしまうことが強く警戒され
る。国際化した経済とは，国境の高い「塀」があるにもかかわらず，ヒト，モ
ノ，カネ，情報が活発に行き交っている状態といえる。
　一方，「完全に」グローバル化した経済とは，国境の「塀」がまったくなく，
ヒト，モノ，カネ，情報が，自由に国境を越えて行き来している状態を指して
いる。ヒトは，パスポートやビザを持たずに国境を越えることができ，輸入さ
れたモノには，いっさいの関税がかからない。カネも自由に海外に送ることが
できる。すべての情報を海外に持ち出したり，国内に持ち込んだりすることが
できる。たとえていうならば，世界中の「国境」が，あたかも国内にある「県
境」になったかのようである。今の日本でも，ヒト，モノ，カネ，情報は，た
とえば，愛知県と岐阜県の間で自由に行き来することができる。

「塀」の低い国境，「塀」の高い国境



004

この教科書で学ぶこと

　もちろん，「完全に」グローバル化した経済など，この世のどこにも存在し
ない。しかし，高かった国境の「塀」が徐々に低くなるという社会現象は，世
界のあちらこちらで起きている。EU（欧州連合） 3 と呼ばれるヨーロッパ経
済圏の国民は，入国審査を受けることなく圏内の国々をめぐることができる。
世界中の国々では，輸入されたモノにかけられる関税が大きく引き下げられて
きている。そうした国境の「塀」が徐々に低くなる現象こそが，経済のグロー
バル化といえる。
　この教科書では，経済のグローバル化のさまざまな側面を丁寧に説明してい
く。そもそも，「ヒト，モノ，カネ，情報が国境を越える」とはどういうこと
なのかについて，わかりやすく，しかし，深く解説している。そのためには，

封建社会と近代社会

　鎌倉時代から江戸時代までの封建社会と，明治以降の近代社会では，国境の意味
合いがだいぶ異なっている。
　近代社会では，一国の領土が定められ，まさにその領土と他国の領土が接すると
ころが国境ということになる。日本のような島国には他国の領土と物理的に接する
ところはないが，港や空港などの国の玄関口が事実上の国境となっている。そして，
国境には，ヒト，モノ，カネ，情報の行き来を妨げる「塀」が設けられている。一
方，国内には県や市町村の境があるが，そこには「塀」などない。
　それに対して，封建社会では，将軍が一国を治めてはいたものの，将軍の直轄領
以外の領土が領地として分割され，数多くの領主がそれぞれの領地を支配していた。
こうした封建社会では，領地と領地の境が国境（くにざかい）となって，ところど
ころでヒトやモノの行き来を妨げる「塀」が設けられていた。たとえば，関所では，
通行人は手形（通行証）を示し，通行税を支払わなければならず，所持している荷
物は検分された。
　こうして見てくると，封建社会から近代社会への移行は，領地と領地の間の国境
の「塀」が取り払われて 1 つの国で経済圏が生まれるという意味で，世界中の国
境の「塀」が取り払われて地球規模の経済圏が誕生する経済の「完全な」グローバ
ル化と共通する面がある。

COLUMN
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CHAPTER 1
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　SECTION 1

│1
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際
化
　
　

　
　No. 1

│1
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経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
は
？

経済学の知識が不可欠なので，まずは，経済学の解説にも力を入れている。そ
の後，グローバル化する日本経済で，あるいは，世界経済で何が起きているの
かを観察するために企業活動の現場にも踏み込んでいこう。
　2020 年初めから世界で猛威を奮った新型コロナウイルスは，経済のグロー
バル化が進展するのを押し止めたといわれる。すなわち，国境の「塀」を再び
高いものにして，ヒト，モノ，カネ，情報の行き来を遮ったと考えられてきた。
しかし，よくよく見ると，ヒトやモノの行き来は確かに鈍ったが，カネや情報
の行き来はかえって活発になった面もある。一方，新型コロナウイルスに対す
るワクチンが開発され，コロナ禍が終息する見込みが持たれるやいなや，再び
国境の「塀」が低くなって，これまで停滞していたヒトとモノの動きが一挙に
回復するようなことも起きている。
　まさに，経済のグローバル化について一生懸命に学んでいくことは，私たち
が生きている日本と世界の経済社会について広く，深い知見を得ていくことに
なる。読者の方々には，そうした知の冒険を存分に味わってほしい。

【　用語解説　】

 1 globalを英和辞典で引いてみると……

　global という英単語を，手元にある小学館の『ランダムハウス英和大辞典』で引いてみる
と，以下のように 5つの意味が与えられている。グローバル経済の「グローバル」は，第 1
の意味だが，他の意味も見てみると，global という単語の語感を得ることができるであろう。
カタカナ用語に出くわしたら，その都度，英和辞典で意味を確認してみよう。
1．全世界の，地球上の，世界的な，全世界にわたる，世界的な規模の／2．範囲の広い，
全体的な／3．球状の，球形の／4．地球儀の／5．［コンピュータ用語］広域の，汎用の

 2 ヒト，モノ，カネって，なぜカタカナなの？

　なぜ，人をヒト，物をモノ，金をカネと書くのかというと，直接の理由は，音読みでなく，
訓読みで読んでほしいからである。しかし，間接的な理由としては，ヒト，モノ，カネと書
くと，「人」，「物」，「金」の漢字にまとわりつく具体的なイメージが見事に消えてしまう効
果を期待できるということがある。
 3 第 1章には専門用語がいくつも出てくるが，後の章で説明するので心配無用。

・入国審査　 　No. 3─1─3 ・EU　 　No. 3─1─3，3─2─2

・関税　 　No. 3─2─2
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